
 

 

○ひたちなか市有料広告掲載要綱  

平成１９年３月３０日  

告示第４２号  

改正  令和３年６月３０日告示第２１７号  

（趣旨）  

第１条  この要綱は，市の新たな財源を確保するとともに，市民サービスの向上及

び地域経済の活性化等を図るため，市の資産を広告媒体として掲載する有料広告

に関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めると

ころによる。  

（１）  広告媒体  次に規定する市の資産のうち広告掲載が可能なものをいう。  

ア  市のホームページ  

イ  市の発行する刊行物及び印刷物  

ウ  その他広告媒体として活用できる資産で市長が認めるもの  

（２） 広告掲載  広告媒体に民間企業等の広告を掲載又は掲出することをいう。 

（広告の範囲）  

第３条  広告媒体に掲載する広告は，社会的な信頼性及び信用性の高いものでなけ

ればならない。  

２  次の各号のいずれかに該当する広告は，広告媒体への掲載をしないものとする。 

（１）  市の公共性，中立性及びその品位を損なうおそれがあるもの  

（２）  法令等に違反するおそれがあるもの  

（３）  公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあるもの  

（４）  政治性又は宗教性のあるもの  

（５）  意見広告（社会問題に関する意見を記載した広告を含む。）及び個人の

宣伝に係るもの  

（６）  社会的な信用，信頼に欠ける内容であると認められるもの  

（７）  市の行政運営上支障があると認められるもの  

（８）  前各号に掲げるもののほか，広告媒体に掲載する広告として不適当であ

ると認められるもの  

３  前項に定めるもののほか，広告媒体への掲載ができる業種その他の掲載等に関

する基準は，市長が別に定める。  

（広告主の責任等）  



 

 

第４条  広告の内容に関する一切の責任は，広告主が負うものとする。  

２  広告の原稿作成に係る費用は，広告主が負担するものとする。  

（広告の規格等）  

第５条  広告の規格，掲載位置等は，当該広告を掲載する広告媒体の性質に応じ，

市長が別に定める。  

（広告掲載料）  

第６条  広告掲載料は，当該掲載に係る広告媒体の種類，位置及び規格，掲載する

期間，広告の効果並びに類似する広告の市場価格等を考慮し，当該広告媒体の性

質に応じ，市長が別に定める。  

（広告掲載の手続）  

第７条  市長は，広告を掲載する広告媒体ごとに広告掲載希望者を募集するものと

する。  

２  広告媒体への広告を掲載することを希望する者は，ひたちなか市有料広告掲載

申込書（様式第１号）により市長に申し込むものとする。  

３  市長は，前項の規定による申込みがあったときは，速やかに内容の審査を行い，

当該広告の掲載の可否を決定し，ひたちなか市有料広告掲載（不掲載）決定通知

書（様式第２号）により通知するものとする。  

４  広告の募集方法，申込方法及び選定方法並びに当該広告の選定に係る優先順位

については，当該広告を掲載する広告媒体の性質に応じて，市長が別に定める。  

（有料広告審査委員会）  

第８条  前条第３項の規定による広告の掲載を決定するに当たり，広告掲載内容等

に疑義が生じた場合の掲載の可否を審査するため，ひたちなか市有料広告審査委

員会（以下「委員会」という。）を置く。  

２  委員会の組織運営等に関し必要な事項は，市長が別に定める。  

（掲載決定等の取消し等）  

第９条  市長は，掲載決定後において，市の行政運営上支障があるとき，又は指定

する期日までに掲載者が指示された原稿等の提出をしなかったとき若しくは広告

の掲載料金を納付しなかったときは，広告掲載の決定を取り消すことができる。  

２  市長は，広告の掲載後において，第３条第２項各号に該当する事実が判明し，

若しくは現出したとき，又は広告内容にある実態が変更され，若しくは消滅した

ときは，広告の掲載を取り消すことができる。  

３  前２項の規定により広告の掲載の決定等を取り消したときは，ひたちなか市有

料広告掲載取消通知書（様式第３号）により通知するものとする。  



 

 

（掲載料金の還付）  

第１０条  納入済みの広告掲載料は，還付しない。ただし，広告主の責めによらな

い理由により広告の掲載ができなかったときは，この限りでない。  

（補則）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。  

付  則  

この告示は，平成１９年４月１日から施行する。  

付  則（令和３年告示第２１７号）  

この告示は，令和３年７月１日から施行する。  

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

様式第１号（第７条関係）  

様式第２号（第７条関係）  

様式第３号（第９条関係）  

 


